
（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

【1,927,821】 【1,066,966】

現 金 及 び 預 金 95,170 工 事 未 払 金 535,380

受 取 手 形 67,753 短 期 借 入 金 300,000

工 事 未 収 金 1,186,809 未 払 費 用 34,271

契 約 資 産 401,339 未 払 法 人 税 等 21,526

商 品 19,741 未 払 消 費 税 57,722

製 品 3,783 預 り 金 4,892

未 成 工 事 支 出 金 123,549 賞 与 引 当 金 104,732

貯 蔵 品 18,846 そ の 他 8,440

そ の 他 11,158

貸 倒 引 当 金 ▲ 331

【112,154】

【375,577】 退 職 給 付 引 当 金 84,523

(有形固定資産) （267,163） 役員退職慰労引当金 21,312

建 物 115,338 受 入 保 証 金 4,018

構 築 物 2,562 そ の 他 2,300

機 械 装 置 13,224

車 両 運 搬 具 1,159 1,179,120

工 具 器 具 備 品 3,654

土 地 127,389

そ の 他 3,834 【1,117,914】

(無形固定資産) （5,394） 　資本金 250,000

ソ フ ト ウ ェ ア 2,249 　利益剰余金 867,914

諸 権 利 3,144 利益準備金          49,578

(投資その他の資産) （103,019） その他利益剰余金 818,336

投 資 有 価 証 券 14,160 　繰越利益剰余金 818,336

差 入 保 証 金 55

長 期 前 払 費 用 339 【6,365】

繰 延 税 金 資 産 65,624 　その他有価証券評価差額金 6,365

そ の 他 投 資 等 27,740

貸 倒 引 当 金 ▲ 4,900

1,124,279

2,303,399 2,303,399

注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資　産　合　計 負債・純資産　合　計

負　債　合　計

 純　資　産　の　部 

【 株　主　資　本　 】

【 評価・換算差額等 】

純 資 産 合 計

科　　　目 科　　　目

【 流  動  資  産 】 【 流  動  負　債 】

【 固　定  負　債 】

【 固　定　資　産 】

　貸　　借　　対　　照　　表　
（2022年3月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部
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個別注記表 
 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

・ 時価のあるもの 

期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により 

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・ 時価のないもの 

総平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、評価方法は未成工 

事支出金・兼業業務支出金及び製品については個別法、貯蔵品については移動平 

均法を採用しております。 

 
（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース資産を除く） 

定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準 

によっております。 

② 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており 

ます。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

    
（３）引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込 

額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額 

を計上しております。 

   ③ 完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将 

来の見積補償額に基づいて計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務のうち中小企業退 

職金共済制度から支給される額を差引いた金額を計上しております。 
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   ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末退職慰労金要支給額 

を計上しております。 

   ⑥ 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、会計期間末における手持受注工事のうち損失の 

発生が見込まれ、かつその金額が合理的に見積もることができる工事について 

は、その損失見積額を計上する会計処理を採用しております。 

 
（４）収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」を当年度より適用しており、一時点で充足される履

行義務については、顧客に引き渡した時点で収益を認識します。一定の期間にわ

たり充足される履行義務については、履行義務の充足に伴い、一定の期間にわた

り収益を認識します。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、主として各報告期

間の末日までに発生した工事原価等が、予想される工事原価等の合計に占める割

合に基づいて行います。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、代替的な

取扱いを適用し一定の期間にわたり売上高を認識せず、完全に履行義務を充足し

た時点で収益を認識します。 

 
（５）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 
（１）発行済株式の種類及び総数      普通株式  18,000 株 

 

Ⅲ．１株当たり情報に関する注記 
（１）１株当たりの純資産額     62,459 円 98 銭 

 
（２）１株当たりの当期純利益     5,685 円 50 銭 

 


